
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９ 介 護 保 険 

 
 介護保険制度は、介護を要する状態となっても、できる限り自宅で自立した日常生活を営

むことができるよう、保健・医療・福祉にわたる介護サービスを総合的に利用できるしくみ

として、平成12年4月に施行されました。 

 

１ 被保険者 
  

八戸市の介護保険の被保険者は、八戸市に住所を有する65歳以上の人（第1号被保険者）

 と40歳以上65歳未満の医療保険加入者（第2号被保険者）です。 
 

▽第1号被保険者の推移 

区     分 
25年3月末 
現  在 

26年3月末 
現  在 

27年3月末 
現  在 

 
65歳以上～75歳未満   30,498人 31,893人 33,346人 

75歳以上 28,273人 28,997人 29,568人 

第1号被保険者数 計 58,771人 60,890人 62,914人 

総   人   口 239,172人 237,927人 236,406人 

総人口に対する第1号の割合 24.6％ 25.6％ 26.6％ 

  ※外国人登録者及び住所地特例者を含む 

 

 

２ 要介護（要支援）認定状況 
                                    （27.3.31 現在） 

区   分  要支援1 要支援2  要介護1  要介護2  要介護3  要介護4  要介護5 合 計  

第1号被保険者 536人 982人 1,946人 2,514人 1,750人 1,439人 1,334人 10,501人 

第2号被保険者 13人 37人 39人 112人 76人 37人 55人 369人 

合   計 549人 1,019人 1,985人 2,626人 1,826人 1,476人 1,389人 10,870人 

構 成 比 5.0％ 9.4％ 18.3％ 24.1％ 16.8％ 13.6％ 12.8％ 100％ 

 

 

３ 介護保険サービスの利用状況等 
 

 介護保険のサービスには、在宅の要介護者に対する「居宅サービス」や、住み慣れた地域

での生活を支える「地域密着型サービス」、施設に入所して利用する「施設サービス」があ

り、要介護（要支援）認定を受けることによりサービスを利用することができます。 

 利用者は費用の1割又は2割を負担し、残りは介護保険から給付されます。        
 

▽サービス受給者数     
                      （27.3分実績） 

区   分  要支援1 要支援2 要介護1 要介護2 要介護3 要介護4 要介護5 合 計 

居宅サービス※ 357人 794人 1,507人 2,142人 1,250人 791人 646人 7,487人 

地域密着型サービス 2人 12人 134人 184人 253人 184人 147人 916人 

施設サービス 0人 0人 40人 121人 256人 498人 543人 1,458人 

 ※居宅サービスは現物給付分のみ 

 

 



▽居宅サービス（現物給付分）種類別利用状況            

（27.3分実績） 

 

区      分 

 

利用者 費用総額 1人当たり 

の費用額 
（円） 

人数 
（人） 

構成比 
（％） 

利用率 
（％） 

費用額 
（千円） 

構成比 
（％） 

 訪問介護 3,144 21.0 42.0  254,436 29.0  80,928  

 訪問入浴介護 232 1.6 3.1 14,548 1.7 62,707  

 訪問看護 1,033 6.9 13.8 54,761 6.2 53,012  

 訪問リハビリテーション 217 1.5 2.9 8,228 0.9 37,917  

 居宅療養管理指導 658 4.4 8.8 4,846 0.6 7,365  

 通所介護 3,843 25.7 51.3 273,102 31.1 71,065  

 通所リハビリテーション 1,640 11.0 21.9 136,896 15.6 83,473  

 短期入所 585 3.9 7.8 57,922 6.6 99,012  

 福祉用具貸与 3,476 23.3 46.4 48,731 5.6 14,019  

 特定施設入居者生活介護 105 0.7 1.4 23,400 2.7 222,857  

合   計 14,933 100.0 - 876,870 100.0 - 

利用実人数 7,487 - - - - 117,119 

 

▽要介護度別の対支給限度額比率（区分支給限度額対象サービス※）  

（27.3分実績） 

要介護度 
人 数 

（人） 

費用総額 

（円） 

平均費用額 

（円） 

支給限度額 

（円） 

対支給限度額 

比率 （％） 

要支援１ 356 8,400,570 23,597 49,700 47.5 

要支援２ 792 35,605,530 44,956 104,000 43.2 

要介護１ 1,487 105,265,870 70,791 165,800 42.7 

要介護２ 2,117 212,473,300 100,365 194,800 51.5 

要介護３ 1,204 179,351,420 148,963 267,500 55.7 

要介護４ 743 151,685,110 204,152 306,000 66.7 

要介護５ 617 155,812,420 252,532 358,300 70.5 

合   計 7,316 848,594,220 115,992 - 55.5 

  ※訪問介護、訪問入浴、訪問看護、訪問ﾘﾊﾋﾞﾘ、通所介護、通所ﾘﾊﾋﾞﾘ、短期入所、福祉用具貸与 
 

▽地域密着型サービス種類別利用状況   

（27.3分実績） 

区    分 
利用者数 費用総額 1人当たりの 

費用額 (円) 人 数(人) 構成比（％） 費用額（千円） 構成比（％） 

 認知症対応型通所介護 127 13.8 15,707 7.2 123,678 

 地域密着型特定施設入所者 

 生活介護 
19 2.1 4,360 2.0 229,472 

 認知症対応型共同生活介護 436 47.4 122,406 56.0 280,747 

 地域密着型介護老人福祉 

施設入所者生活介護 
94 10.2 27,736 12.7 295,062 

 小規模多機能型居宅介護 244 26.5 48,311 22.1 197,996 

合   計 920 100.0 218,520 100.0 - 

利用実人数 916 - - - 238,559 



▽施設サービス種類別利用状況     

（27.3分実績） 

区    分 
利用者数 費用総額 1人当たりの 

費用額 (円) 人 数(人) 構成比（％） 費用額(千円) 構成比（％） 

介 護 老 人 福 祉 施 設 569 38.9 166,358 37.1 292,369 

介 護 老 人 保 健 施 設 683 46.8 200,862 44.8 294,088 

介護療養型医療施設 209 14.3 81,449 18.1 369,708 

合      計 1,461 100.0  448,669 100.0      - 

利用実人数 1,458 - - - 307,097 

  

▽サービスごとの給付状況  

（平成26年度） 

区               分  給   付   費      (円)  

居  宅 

サービス 

訪  問 

サービス 

訪問介護 2,586,427,406 

訪問入浴介護 155,281,439 

訪問看護 558,195,359 

訪問リハビリテーション  83,273,524 

居宅療養管理指導 49,023,156 

通  所 

サービス 

通所介護 2,788,599,844 

通所リハビリテーション  1,459,684,453 

短期入所 

サービス 

短期入所生活介護  578,825,635 

短期入所療養介護（老健）  51,074,280 

短期入所療養介護（病院）  2,245,113 

福祉用具 

住宅改修 

サービス 

福祉用具貸与 513,443,401 

福祉用具購入費 23,274,325 

住宅改修費 38,533,784 

  特定施設入居者生活介護 239,897,238 

 居宅介護支援  1,082,407,287 

       居宅サービス計 10,210,186,244 

地域密着型 

サービス 

認知症対応型通所介護 176,349,702 

地域密着型特定施設入居者生活介護 46,697,211 

認知症対応型共同生活介護 1,298,663,553 

地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護 283,627,916 

小規模多機能型居宅介護 498,931,881 

      地域密着型サービス計 2,304,270,263 

施  設 

サービス 

介護老人福祉施設 1,734,510,565 

介護老人保健施設 2,113,419,048 

介護療養型医療施設 874,759,122 

      施設サービス計 4,722,688,735 

     高 額 介 護 サ ー ビ ス 費 329,653,094 

     特定入所者介護サービス費 493,888,991 

     高額医療合算介護サービス費 40,024,672 

     審 査 支 払 手 数 料 23,205,936 

合     計  18,123,917,935 



４ 相談・苦情内容及び件数 
 

介護保険に関しての相談・苦情について、市は保険者としての立場から、利用者の相談 

・苦情に対する直接的な窓口としての受け付け、内容確認及び改善指導を行っており、そ

の処理状況を国民健康保険団体連合会へ報告し、必要があれば申立をすることになってい

ます。 
 

相談・苦情項目 
相談・苦情件数（件） 申立件数（件） 

25年度 26年度 25年度 26年度 

  要介護認定関係 152  269  0  0  

  ケアプランの内容関係 9  48  0  1 

  サービス不足及び内容関係 210  156  5       5       

  保険料徴収関係  2,454  2,536  0  0  

  利用者負担関係 22  45  0  0  

  その他 79  77  0  0  

合           計 2,926 3,131 5 6 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



５ 保険料 
 

  介護保険制度では、保険給付費の円滑な実施が確保されるように、3年ごとに「介護保険事

業計画」を策定することになっています。 

介護保険料についても、この事業計画で定める介護サービス費用の見込額等に基づき、計画

期間を通じて財政の均衡を保つことができるように見直しが行われています。 

八戸市の平成27年度から29年度までの65歳以上の人（第1号被保険者）の介護保険料は、次

のとおりです。 

保険給付費の増加により、平成27年度から29年度までの保険料基準額を、平成24年度から26

年度までの月額4,800円から月額5,900円に引き上げました。 

また、公費による低所得者対策を実施し、第１段階の保険料率を、実施前の「0.50」から

「0.45」に引き下げました。 
 

●平成27～29年度の保険料   

    基準額   月額  5,900円（年額70,800円） 
    賦課方式  所得段階10段階方式 
 

所得段階 対 象 者 保険料率 
保険料月額   

(年 額) 

第1段階 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給者及び 

本人の前年の課税年金収入額と合計所得金額の合計が 

80万円以下、生活保護受給者 

基準額 

×0.45 

2,655円 

(31,860円) 

第2段階 
世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税年金収入 

額と合計所得金額の合計が80万円超120万円以下 

基準額 

×0.70 

4,130円 

(49,560円) 

第3段階 
世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税年金収入 

額と合計所得金額の合計が120万円超 

基準額 

×0.75 

4,425円 

(53,100円) 

第4段階 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民 

税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金額の 

合計が80万円以下 

基準額 

×0.90 

5,310円 

(63,720円) 

第5段階 

世帯の誰かに市民税が課税されているが、本人は市民 

税非課税で、前年の課税年金収入額と合計所得金額の 

合計が80万円超 

基準額 
5,900円 

(70,800円) 

第6段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が120万円 

未満 

基準額 

×1.20 

7,080円 

(84,960円) 

第7段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が120万円 

以上190万円未満 

基準額 

×1.30 

7,670円 

(92,040円) 

第8段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が190万円 

以上290万円未満 

基準額 

×1.50 

8,850円 

(106,200円) 

第9段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が290万円 

以上400万円未満 

基準額 

×1.70 

10,030円 

(120,360円) 

第10段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が400万円 

以上 

基準額 

×2.00 

11,800円 

(141,600円) 

 

 

 



▽保険料賦課人数 

保険料所得段階 
26年度当初 27年度当初 

人 数 構成比 人 数 構成比 

第1段階 

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給 

者、生活保護受給者 
2,006人 3.3%   

世帯全員が市民税非課税で老齢福祉年金受給 

者及び本人の前年の課税年金収入額と合計所得 

金額の合計が80万円以下、生活保護受給者 

 14,042人 22.1%  

第2段階 

世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税 

年金収入額と合計所得金額の合計が80万円以下 
11,409人 18.5%   

世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税 

年金収入額と合計所得金額の合計が 

80万円超120万円以下 

 5,677人 8.9%  

第3段階 

世帯全員が市民税非課税で、第2段階対象 

者以外 
9,568人 15.6%   

世帯全員が市民税非課税で、本人の前年の課税 

年金収入額と合計所得金額の合計が120万円超 
 4,677人 7.4%  

第4段階 

本人が市民税非課税で、世帯の誰かに市民税 

が課税 
17,547人 28.5%   

世帯の誰かに市民税が課税されているが、 

本人は市民税非課税で、前年の課税年金収入額 

と合計所得金額の合計が80万円以下 

 9,959人 15.7%  

第5段階 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額 

が200万円未満 
15,749人 25.6%   

世帯の誰かに市民税が課税されているが、 

本人は市民税非課税で、前年の課税年金収入額 

と合計所得金額の合計が80万円超 

 7,735人 12.2%  

第6段階 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 

200万円以上400万円未満 
3,558人 5.8%   

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 

120万円未満 
 8,902人 14.0%  

第7段階 

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 

400万円以上 
1,671人 2.7%   

本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 

120万円以上190万円未満 
 6,927人 10.9%  

第8段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 

190万円以上290万円未満 

 

2,824人 4.4%  

第9段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 

290万円以上400万円未満 
998人 1.6%  

第10段階 
本人が市民税課税で、前年の合計所得金額が 

400万円以上 
1,766人 2.8%  

合        計 61,508人 100.0%  63,507人 100.0%  

 
うち特別徴収 54,679人 88.9%  56,925人 89.6%  

うち普通徴収 6,829人  11.1%  6,582人  10.4%  

  

 

 



  ▽保険料賦課・収納状況 
（平成26年度） 

区    分 特別徴収  普通徴収  合    計  

第1段階 

保険料年額 

28,800円 

賦課額（円） 33,067,000 27,861,760 60,928,760 

収入額（円） 33,067,000 27,038,860 60,105,860 

収納率（％） 100.0 97.1 98.7 

第2段階 

保険料年額 

28,800円 

賦課額（円） 278,042,400 44,117,000 322,159,400 

収入額（円） 278,042,400 33,657,300 311,699,700 

収納率（％） 100.0 76.3 96.8 

第3段階 

保険料年額 

43,200円 

賦課額（円） 392,629,800 20,631,000 413,260,800 

収入額（円） 392,629,800 15,385,680 408,015,480 

収納率（％） 100.0 74.6 98.7 

第4段階 

保険料年額 

57,600円 

賦課額（円） 924,156,840 95,915,200 1,020,072,040 

収入額（円） 924,156,840 77,968,820 1,002,125,660 

収納率（％） 100.0 81.3 98.2 

第5段階 

保険料年額 

72,000円 

賦課額（円） 1,033,625,040 116,258,360 1,149,883,400 

収入額（円） 1,033,625,040 95,475,640 1,129,100,680 

収納率（％） 100.0 82.1 98.2 

第6段階 

保険料年額 

95,040円 

賦課額（円） 305,470,600 47,247,320 352,717,920 

収入額（円） 305,470,600 42,307,880 347,778,480 

収納率（％） 100.0 89.6 98.6 

第7段階 

保険料年額 

115,200円 

賦課額（円） 164,283,280 36,157,040 200,440,320 

収入額（円） 164,283,280 34,689,280 198,972,560 

収納率（％） 100.0 95.9 99.3 

合  計 

賦課額（円） 3,131,274,960 388,187,680 3,519,462,640 

収入額（円） 3,131,274,960 326,523,460 3,457,798,420 

収納率（％） 100.0 84.1 98.3 

 



６ 地域包括支援センター   
  

高齢者が住み慣れた地域で自分らしい暮らしを続けることができるよう地域包括ケアシステ

ムの構築に向けた中核的な機関として、市直営の地域包括支援センターを１か所設置するとと

もに、各日常生活圏域にセンターの補完的な役割を担うブランチ在宅介護支援センターを設置

し、協力体制を保ちながら活動してきました。 

このような中、高齢者人口の増加や社会情勢の変化に伴い、支援を必要とする高齢者が増加

していることから、地域包括支援センターの機能強化を進めるために、地域包括支援センター

の支所となるサブセンターを設置しました。 

  

（1）総合相談支援事業 
(延件数) 

 24年度 25年度 26年度 

一般相談 824件 765件 916件 

  
（2）権利擁護事業 

 

ア 高齢者虐待・困難事例相談                       

(延件数) 
 24年度 25年度 26年度 

虐待事例 562件 494件 289件 

困難事例 1,759件 1,242件 948件 

 

イ 八戸市高齢者・障がい者虐待対策ケース会議 

   高齢者及び障がい者に対する虐待の早期発見･早期対応･防止を目的として、支援策の検

討や関係機関の連携システムの構築を行うために広く意見を聴取しています。 
 

  ウ 市民後見推進事業 

    認知症、知的障がい、精神障がい等により判断能力が不十分な市民が成年後見制度を適

切に利用できる仕組みづくりを進めるとともに、市民後見人が適切に活動できるよう支援

し、権利擁護の推進を図ります。 
 

 24年度 25年度 26年度 

市民後見人養成研修 ― ― ― 

市民後見人ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ研修 4回開催し120名出席 6回開催し111名出席 5回開催し59名出席 

市民後見推進協議会 3回開催 2回開催 3回開催 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



（3）介護予防事業 
 

ア 二次予防事業 

高齢者が要介護状態になることを予防するため、特にそのおそれのある二次予防事 

業対象者を早期に発見し、運動機能の向上等介護予防に資する事業を実施します。 
 

(実人員) 

 24年度 25年度 26年度 

二次予防事業対象者数 4,450名 4,448名 5,583名 

通 

所 

型 

運動器機能向上 175名 180名 193名 

口腔器機能向上 0 0 0 

栄 養 改 善 0 0 0 

総合型介護予防 5名 0 0 

認 知 症 予 防 6名 28名 38名 

訪 問 型 1名 0 0 

 

イ 地域回想法 

認知症予防やケアの一つである「回想法」を地域で展開することで、高齢者同士の 

仲間づくりや介護予防につなげることを目指します。平成23年度から研修会を開催し、

平成24年度より、在宅介護支援センターが地域回想法を開催し、平成26年度は5地区で開

催しています。 
 

ウ 認知症高齢者見守り事業 
 

    ①認知症サポーター養成 

     認知症を正しく理解し、認知症の方や家族を支援する認知症サポーターを、学校や職

場、地域等で養成します。また、認知症サポーターを養成する講師であるキャラバン・

メイトの活動を支援します。 
 

     24年度 25年度 26年度 

講座開催数 32回 28回 45回 

サポーター養成数 1,209名 887名 1,378名 
 

②認知症フォーラム 

 認知症に関する正しい知識の普及と、関係機関との連携強化を目的に、認知症に特化

したコーナーの展示や介護の相談を行います。 
   

     24年度 25年度 26年度 

講座開催数 1回 1回 1回 

来場者数 308名 442名 278名 

 

 

 

 

 

 

 



③定住自立圏八戸市あんしんカード事業 

八戸市内に住むおおむね65歳以上で、認知症等により徘徊して自宅に帰ることができ

なくなるおそれがある方の情報を事前に登録し、もし登録者が徘徊して保護された場合、

すみやかにご家族等に連絡します。 
 

   24年度 25年度 26年度 

登録者数 138名 160名 219名 

 

（4）包括的・継続的ケアマネジメント支援事業 
 

ア 包括的支援事業研修会 

在宅介護支援センター職員や介護予防ケアマネジメント業務に携わる職員等が、地 

域包括ケアを推進するうえで必要な知識・技術を習得するために研修会を開催します。 
 

     24年度 25年度 26年度 

回数 3回 3回 3回 

参加人数 272名 277名 271名 
 

イ 地域連携意見交換会 

介護と医療の連携の円滑化を目的に、情報交換や課題検討を行っています。26年度は2

回開催し、ケアマネージャー代表と八戸市医師会の医師、八戸薬剤師会の薬剤師、10医

療機関・6精神科病院の地域連携担当職員、訪問看護ステーションの看護師が参加しまし

た。 
 

ウ 見守りネットワーク連絡会の開催 

   身近な町内単位で、見守りや声がけをしながら緊急課題の早期発見・早期対応や安否確

認を行うシステムづくりを目的としています。メンバーは町内会長、町内会役員、民生児

童委員、保健推進員、地区社協等で、事務局は各在宅介護支援センターに置いています。 
 

 24年度 25年度 26年度 

件  数 30町内 32町内 32町内 

 

（5）指定介護予防支援事業 
                        

 24年度 25年度 26年度 

年間給付 

管理数 

委託事業所 7,070件 8,057件 9,103件 

地域包括支援センター 4,345件 4,349件 4,431件 

合計 11,415件 12,406件 13,534件 

 

 


